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法人会は東京都の「地球温暖化対策報告書制度」を推進しています

東
法
連
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
リ
ス
ク
を
避
け
る
た
め
、
３
月
17
日

に
予
定
し
て
い
た
理
事
会
の
開
催
を
見
合

わ
せ「
決
議
の
省
略
」の
手
続
き
に
よ
り
、

令
和
２
年
度
事
業
計
画
・
収
支
予
算
な
ど

の
承
認
を
得
た
。

税
制
関
連
の
事
業
計
画
に
つ
い
て
は
、

前
年
度
の
消
費
税
増
税
と
軽
減
税
率
制
度

導
入
に
つ
い
て
の
文
言
を
「
今
後
導
入
が

予
定
さ
れ
て
い
る
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
を
は

じ
め
、
電
子
申
告
制
度
等
、
納
税
者
が
混

乱
す
る
こ
と
の
無
い
よ
う
制
度
の
周
知
活

動
に
注
力
す
る
。」旨
に
変
更
し
て
い
る
。

な
お
、
東
法
連
税
制
税
務
委
員
会
で
は

以
下
の
と
お
り
具
体
的
な
活
動
計
画
が
示

さ
れ
て
い
る
。

税
制
改
正
へ
の
対
応
と
し
て
は
、
税
関

連
コ
ン
テ
ン
ツ
の
充
実
に
注
力
す
る
と
し

て
お
り
、「
税
制
改
正
大
綱
の
概
要
」や「
法

人
会
の
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
」
に
関

す
る
会
報
用
版
下
を
提
供
す
る
。
ま
た
、

国
税
庁
、
東
京
都
の
税
に
関
す
る
広
報
物

等
を
、
各
単
位
会
に
周
知
す
る
こ
と
に
努

め
る
。

税
関
連
の
研
修
と
し
て
は
、
税
制
講
演

会
等
税
関
係
に
的
を
絞
っ
た
研
修
会
・
セ

ミ
ナ
ー
等
を
企
画
実
施
し
、
公
益
性
の
観

点
か
ら
一
般
の
企
業
や
市
民
に
も
参
加
枠

を
拡
げ
る
。

租
税
教
育
に
つ
い
て
は
、
小
中
学
生
に

対
す
る
教
育
が
極
め
て
重
要
で
あ
り
、
積

極
的
に
取
り
組
む
。
ま
た
、
若
年
層
の
税

に
対
す
る
関
心
が
高
ま
る
よ
う
努
力
す

る
。令

和
３
年
度
税
制
改
正
要
望
の
と
り
ま

と
め
に
あ
た
っ
て
は
、
東
法
連
事
務
局
が

作
成
し
た
「
た
た
き
台
」
が
示
さ
れ
、
こ

れ
を
基
に
各
単
位
会
に
お
い
て
議
論
を
行

い
、
加
筆
修
正
し
て
単
位
会
案
を
と
り
ま

と
め
る
な
ど
、
単
位
会
の
状
況
に
あ
わ
せ

て
活
用
し
て
も
ら
う
。
全
法
連
要
望
と
り

ま
と
め
ま
で
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
税
制
税

務
委
員
会
の
中
止
等
は
あ
る
も
の
の
、
今

の
と
こ
ろ
例
年
ど
お
り
で
あ
る
。
別
掲
参

照
（
2
ペ
ー
ジ
）
。

単
位
会
で
は
「
た
た
き
台
」
や
全
法
連

ア
ン
ケ
ー
ト
等
を
適
宜
活
用
し
、
要
望
事

項
を
と
り
ま
と
め
た
上
で
、
東
法
連
あ
て

提
出
し
て
い
た
だ
く
。
東
法
連
で
は
ア
ン

ケ
ー
ト
集
計
結
果
、
単
位
会
か
ら
の
要
望

事
項
等
を
も
と
に
６
月
18
日
に
開
催
予
定

の
税
制
税
務
委
員
会
で
令
和
３
年
度
東
法

連
要
望
事
項
案
を
作
成
し
、
全
法
連
あ
て

提
出
す
る
。

東
法
連
で
は
、
前
年
に
引
き

続
き
東
京
都
福
祉
保
健
局
と
東

法
連
の
連
名
に
よ
る
健
康
ポ
ス

タ
ー
を
作
成
し
た
。
こ
の
ポ
ス

タ
ー
は
、
各
法
人
会
に
配
布
し

会
員
企
業
や
事
務
局
な
ど
に
掲

示
し
て
も
ら
う
。
ま
た
、
東
京

都
福
祉
保
健
局
を
通
じ
て
公
共

施
設
へ
掲
示
す
る
な
ど
し
て
、

一
般
に
も
Ｐ
Ｒ
す
る
。

と
り
ま
と
め
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
例
年
ど
お
り

令
和
３
年
度
税
制
改
正
要
望
の

東京都福祉保健局と連名で
健康ポスターを作成

法人会健康ポスター
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●令和３年度税制改正要望とりまとめスケジュール
月 東 法 連 全 法 連

１月

２月 全法連：税制セミナー ２月1２日（中止）

３月 第３回税制税務委員会 ３月５日（書面審議）
税制講演会 3月１６日（中止）

４月 第1回税制常任委員会（中止）

５月 第２回税制常任委員会（中止）
第３回税制常任委員会（中止）

６月 第１回税制税務委員会 令和２年６月１8日
第4回税制常任委員会

７月 第５回税制常任委員会

８月 　　提言起草検討会

９月 第２回税制税務委員会（第1回連絡協議会） 9月１７日

１０月 法人会全国大会（岩手）10月８日（木）
　　　　　　　 提言趣旨説明

１１月

１２月

（2）

自分のカラダと “がん ” のこと、ちょっとだけ考えてみませんか？

東
法
連
で
は
、
昨
年
度
に
引
き
続

き
、
ｅ
―
Ｔ
ａ
ｘ
利
用
促
進
の
た

め
、
イ
ー
タ
君
と
令
和
元
年
度
東

法
連
税
に
関
す
る
絵
は
が
き
コ
ン

ク
ー
ル
入
賞
作
品
を
題
材
に
し
た

ポ
ス
タ
ー
を
作
成
し
た
。
ポ
ス
タ

ー
に
は
「
法
人
会
」
及
び
「
東
京

国
税
局　

税
務
署
」
の
ロ
ゴ
が
付

さ
れ
て
い
る
。

ポ
ス
タ
ー
は
会
員
の
事
業
所
や
事
務

局
な
ど
に
掲
示
し
て
も
ら
い
、
法
人
会

が
行
っ
て
い
る
絵
は
が
き
コ
ン
ク
ー
ル

の
Ｐ
Ｒ
、
推
進
に
も
広
く
活
用
し
て
も

ら
う
。

ま
た
、
都
内

税
務
署
に
も
掲

示
し
て
も
ら
う

よ
う
、
各
単
位

会
か
ら
各
署
に
依
頼
す
る
。

令
和
２
年
春
の
叙
勲
受
章
者
の
発
表
が
あ

り
、
東
法
連
関
係
で
は
、
次
の
方
が
受
章
の

栄
に
浴
さ
れ
た
。

【
旭
日
双
光
章
】
（
納
税
功
労
）

（
副
会
長
・
四
谷
法
人
会
会
長
）

青
栁　

晴
久　
氏

に
よ
る
同
意
が
あ
り
、
決
議
が
あ
っ
た

も
の
と
み
な
さ
れ
た
。
ま
た
、
監
事
か

ら
は
決
議
の
省
略
の
手
続
き
に
つ
い
て

異
議
が
な
い
旨
の
確
認
が
と
ら
れ
た
。

提
案
事
項
は
、
①
令
和
元
年
度
事
業

報
告 

②
同
収
支
決
算 
③
会
計
監
査
人

の
報
酬 

④
資
産
運
用
状
況 

⑤
任
期
満

了
に
伴
う
役
員
候
補
者
お
よ
び
評
議
員

候
補
者
の
推
薦 

⑥
第
18
回
定
時
評
議

員
会 

⑦
評
議
員
会
の
開
催
、
の
７
つ

で
、
こ
れ
ら
の
う
ち
、
事
業
報
告
で
は

前
年
同
様
、
都
内
未
加
入
事
業
所
あ
て

公
益
財
団
法
人
東
法
連
特
定
退
職
金

共
済
会
（
小
林
栄
三
理
事
長
）

は
、
５
月
26
日
に
予
定
し
て
い

た
第
29
回
理
事
会
に
つ
い
て
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
リ

ス
ク
を
避
け
る
た
め
、
開
催
を

見
合
わ
せ
、
決
議
の
省
略
（
定

款
38
条
）の
手
続
き
を
行
っ
た
。

そ
の
結
果
、
提
案
書
に
記
載

の
提
案
事
項
に
つ
い
て
、
５
月

26
日
ま
で
に
理
事
全
員
の
書
面

（
3
ペ
ー
ジ
へ
）

絵
は
が
き
コ
ン
ク
ー
ル
入
賞
作
品
を
題
材
に

令
和
元
年
度
事
業
報
告・収
支
決
算
を

「
決
議
の
省
略
」に
よ
り
承
認

お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す

ｅ
―
Ｔ
ａ
ｘ
利
用
促
進
ポ
ス
タ
ー

東
法
連
特
退
共
理
事
会

令和３年度税制改正要望たたき台

※各委員に意見を求めた後
東法連要望取りまとめ

第3回税制委員会

全法連　要望取りまとめ提言策定

第1回税制委員会（提言骨子の確認）

理事会（税制改正提言を決議）
第２回税制委員会（税制改正提言の策定）

単位会要望取りまとめ
全法連税制アンケート

法人会ｅ―Ｔａｘ推進ポスター

提言活動

令和３年度税制改正大綱
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法人会は東京都の「地球温暖化対策報告書制度」を推進しています

ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
の
送
付
、
各
法
人

会
広
報
誌
へ
の
広
告
掲
載
・
チ
ラ
シ
の

折
り
込
み
、
委
託
保
険
会
社
の
都
内
各

支
社
推
進
員
を
対
象
と
し
た
研
修
等
を

実
施
し
た
こ
と
や
、
令
和
元
年
度
に
お

け
る
給
付
金
支
払
額
は
36
億
３
３
０
０

万
円
、
年
度
末
に
お
け
る
加
入
状
況

は
、
事
業
所
数
４
７
８
５
社
、
人
数
３

万
５
５
６
１
人
、
口
数
32
万
６
４
５
０

口
、
積
立
金
は
４
３
９
億
９
７
０
０
万

円
あ
ま
り
と
な
っ
て
い
る
こ
と
な
ど
が

承
認
さ
れ
た
。

ま
た
、
収
支
決
算
で
は
、
事
業
収
益

で
あ
る
掛
金
収
益
が
39
億
７
５
０
０
万

円
あ
ま
り
と
な
っ
た
こ
と
な
ど
が
承
認

さ
れ
た
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
が
猛
威
を
振

る
う
中
、
法
人
会
会
員
企
業
も
少
な
か

ら
ず
経
営
上
の
影
響
を
受
け
て
い
る
と

思
わ
れ
る
。
福
利
厚
生
制
度
協
力
３
社

で
は
、
同
制
度
に
よ
る
様
々
な
リ
ス
ク

に
対
す
る
保
障
と
と
も
に
、
様
々
な
対

応
策
と
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る
。

ま
ず
、
経
営
者
大
型
保
障
制
度
Ｌ
タ

イ
プ
な
ど
途
中
解
約
時
返
戻
金
の
あ
る

制
度
商
品
に
加
入
し
て
い
れ
ば
、
一
時

的
な
資
金
繰
り
悪
化
等
の
資
金
需
要
に

対
し
て
、
保
障
を
維
持
し
た
ま
ま
解
約

返
戻
金
の
一
定
割
合
ま
で
契
約
者
貸
付

を
利
用
で
き
る
。
現
在
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
へ
の
特
別
対
応
と
し
て
、
６

月
末
ま
で
の
申
し
出
に
対
し
て
は
無
利

息
（
金
利
０
％
）
で
利
用
で
き
る
。

ま
た
、「
Ｌ

⇔
Ｒ
ス
イ
ッ
チ
」
に
よ

り
、
ご
加
入
の
Ｌ
タ
イ
プ
（
解
約
時
返

戻
金
有
り
）
を
Ｒ
タ
イ
プ
（
掛
捨
て
）

に
ス
イ
ッ
チ
す
る
こ
と
で
、
万
が
一
の

保
障
を
確
保
し
な
が
ら
当
面
の
保
険
料

負
担
軽
減
と
ス
イ
ッ
チ
時
の
返
戻
金
を

資
金
繰
り
に
充
て
る
な
ど
、
経
営
安
定

化
資
金
と
し
て
利
用
で
き
る
。

加
え
て
、
協
力
３
社
で
は
「
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス　

健
康
相
談
ダ
イ
ヤ

ル
」
や
「
ネ
ッ
ト
医
療
相
談
」、「
雇
用

調
整
助
成
金
」
電
話
相
談
・
社
労
士
サ

ー
ビ
ス
（
全
法
連
Ｈ
Ｐ
「
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
に
関
す
る
対
策
リ
ン
ク
集
」

に
掲
載
）
な
ど
、
制
度
加
入
企
業
・
会

員
企
業
向
け
に
様
々
な
サ
ー
ビ
ス
を
提

供
し
て
い
る
。

あ
る
法
人
会
の
事
務
局
か
ら
、
四
谷

法
人
会
（
２
ブ
ロ
ッ
ク
）
と
新
宿
法
人

会
（
４
ブ
ロ
ッ
ク
）
は
同
じ

新
宿
区
な
の
に
な
ぜ
ブ
ロ
ッ

ク
が
違
う
の
か
と
い
う
質
問

が
あ
っ
た
。
確
か
に
変
だ
。

同
じ
こ
と
は
港
区
の
芝
法
人

会
（
１
ブ
ロ
ッ
ク
）
と
麻
布

法
人
会
（
２
ブ
ロ
ッ
ク
）
に

も
い
え
る
。
そ
の
他
の
法
人

会
は
区
が
同
じ
な
ら
ば
ブ
ロ

ッ
ク
も
同
じ
で
あ
る
。
そ
こ

で
そ
の
理
由
を
古
く
か
ら
の

事
務
局
職
員
に
聞
い
て
み
た

り
、
文
献
を
調
べ
て
み
た
が

わ
か
ら
な
か
っ
た
。

こ
こ
か
ら
先
は
推
測
の
域

を
出
な
い
の
だ
が
、
ブ
ロ
ッ

ク
分
け
の
起
源
を
推
理
し
て

み
た
。

最
初
は
税
務
署
が
定
め
た
も
の
か
と

思
っ
て
い
た
が
、
ど
う
や
ら
23
区
の
歴

史
に
そ
の
答
え
が
あ
る
よ
う
だ
。
東
京

都
公
文
書
館
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
よ
る

と
、
23
区
の
原
型
と
な
る
区
が
誕
生
し

た
の
は
、
明
治
11
年
（
１
８
７
８
年
）

の
こ
と
で
、
15
区
が
置
か
れ
た
。
こ
の

旧
15
区
は
、
皇
居
の
あ
る
麹
町
区
を
起

点
と
し
て
、
時
計
回
り
に
「
の
」
の
字

を
書
く
よ
う
に
区
の
順
番
が
定
め
ら
れ

て
い
た
。

麹
町
、
神
田
、
日
本
橋
、
京
橋
、
芝
、

麻
布
、
赤
坂
、
四
谷
、
牛
込
、
小
石
川
、

本
郷
、
下
谷
、
浅
草
、
本
所
、
深
川
と

い
う
順
番
で
あ
る
。
ほ
ぼ
法
人
会
で
い

う
１
ブ
ロ
ッ
ク
と
２
ブ
ロ
ッ
ク
が
含
ま

れ
て
い
る
。
順
番
も
現
在
の
法
人
会
順

に
近
い
。
こ
の
15
区
に
新
宿
は
含
ま
れ

て
い
な
い
。

ま
た
、
芝
と
麻
布
は
こ
の
時
点
で
別

の
区
で
あ
り
、
神
田
、
日
本
橋
と
西
に

向
か
っ
て
い
く
順
番
か
ら
東
に
折
り
返

す
の
が
麻
布
な
の
で
、
こ
こ
で
ブ
ロ
ッ

ク
を
区
切
っ
た
の
か
も
し
れ
な
い
。
こ

の
変
遷
が
、
同
じ
区
で
も
ブ
ロ
ッ
ク
が

違
う
理
由
で
は
な
い
か
と
考
え
た
。

そ
の
後
、
明
治
29
年
に
は
、
税
務
署

が
設
立
さ
れ
、
四
谷
税
務
署
、
新
宿
の

前
身
で
あ
る
淀
橋
税
務
署
が
誕
生
す

る
。
両
税
務
署
と
も
歴
史
あ
る
税
務
署

な
の
だ
。
し
か
も
、
当
時
四
谷
は
麹
町

を
も
含
ん
で
お
り
、
淀
橋
は
現
在
の
渋

谷
、
中
野
、
杉
並
、
荻
窪
を
含
む
大
所

帯
の
税
務
署
で
あ
っ
た
。

な
お
、
こ
の
時
計
回
り
の
順
番
は
、

徳
川
家
康
が
江
戸
開
発
の
際
、
堀
で
単

純
に
囲
む
の
で
は
な
く
、
末
広
が
り
に
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て
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く
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知
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方
は
、
是
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東
法
連
ま
で
ご
一
報
い
た
だ
き
た
い
。
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ブロック分けの起源を推理する
法人会の謎



2020年（令和2年）6月号 （4）

自分のカラダと “がん ” のこと、ちょっとだけ考えてみませんか？

詳しくは、国税庁ホームページ下記アドレスのサイトをご覧下さい。
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/keizaitaisaku/index.htm

　イベントの自粛要請や入国制限措置など、新型コロナウイルスの感染拡大防止のための措置に起因して
多くの事業者の収入が急減しているという状況を踏まえ、収入に相当の減少があった事業者の国税について、
無担保かつ延滞税なしで１年間、納税を猶予する特例が設けられました。 

納税の猶予制度の特例

　資本金1億円超10億円以下の企業の令和２年２月１日から令和４年１月31日までの間に終了する事業年度
に生じた青色欠損金について、欠損金の繰戻しによる還付制度の適用が可能となりました。 

欠損金の繰戻しによる還付制度の特例

　新型コロナウイルス感染症の影響による住宅建設の遅延等によって住宅への入居が遅れた場合でも、
定められた期日までに住宅取得契約が行われている等の一定の場合には期限内に入居したのと同様の
住宅ローン控除を受けられるよう、適用要件が見直されました。 

住宅ローン控除の適用要件の弾力化

　新型コロナウイルス感染症により収入が著しく減少した事業者が、申請書を申請期限までに提出して税務
署長の承認を受けたときは、課税期間開始後であっても消費税の課税事業者の選択の変更を認める等の
措置がされました。 

消費税の課税選択の変更に係る特例

　公的金融機関や民間金融機関等が、新型コロナウイルス感染症によりその経営に影響を受けた事業者
に対して行う金銭の特別貸付けに係る消費貸借に関する契約書について、印紙税を非課税とすることと
されました。 

特別貸付けに係る契約書の印紙税の非課税

　中小企業がテレワーク等のために行う設備投資について、中小企業経営強化税制を拡充し、その対象に
加えられました。 

テレワーク等のための中小企業の設備投資税制

　政府の自粛要請を踏まえて一定の文化芸術・スポーツイベントを中止等した主催者に対し、観客等が入場
料等の払戻しを請求しなかった場合には、放棄した金額について、寄附金控除（所得控除又は税額控除）
の対象となりました。 

【イベント主催者の方へ】
　入場料等の払戻しを請求しなかった方へ発行する「払戻請求権放棄証明書」を電子で発行することが
できます。

中止等された文化芸術・スポーツイベントに係る入場料等の払戻請求権を放棄した
参加者への寄附金控除の適用

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策における税制上の措置


